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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

  (注) 1．売上高には、消費税等を含んでおりません。 

2．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額については、平成16年9月30日終了中間連結会計期間は希

薄化効果を有している潜在株式がないため記載しておりません。 

3．平成18年9月30日終了中間連結会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第5号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第8号）を適用しております。 

会計期間 

自 平成16年 
4月1日 

至 平成16年 
9月30日 

自 平成17年 
4月1日 

至 平成17年 
9月30日 

自 平成18年 
4月1日 

至 平成18年 
9月30日 

自 平成16年 
4月1日 

至 平成17年 
3月31日 

自 平成17年 
4月1日 

至 平成18年 
3月31日 

売上高 百万円 138,907 134,528 136,526 308,868 317,486 

経常利益 百万円 3,778 475 1,116 10,533 4,870 

中間（当期）純利益 百万円 1,090 64 574 4,716 1,889 

純資産額 百万円 94,350 96,674 83,772 96,892 80,850 

総資産額 百万円 203,932 234,063 234,438 222,155 243,931 

1株当たり純資産額 円 885.10 914.89 866.44 916.10 857.54 

1株当たり中間（当

期）純利益金額 
円 10.19 0.61 6.04 43.34 17.77 

潜在株式調整後1株

当たり中間（当期）

純利益金額 

円 ― 0.61 6.00 43.33 17.71 

自己資本比率 ％ 46.3 41.3 35.4 43.6 33.1 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
百万円 8,568 3,248 △5,735 12,112 18,977 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
百万円 △7,228 △7,808 △19,511 △16,671 △19,303 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
百万円 △2,712 3,610 21,320 3,633 5,169 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

百万円 25,536 25,034 26,901 25,983 30,827 

従業員数 人 8,810 8,613 8,492 8,675 8,508 



(2）提出会社の経営指標等 

  (注) 1．売上高には、消費税等を含んでおりません。 

2．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額については、第61期中間会計期間は希薄化効果を有して

いる潜在株式がないため、また、第62期中間会計期間および第62期については、潜在株式は存在するものの

1株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。 

3．第63期中間会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適

用しております。 

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自 平成16年 
4月1日 

至 平成16年 
9月30日 

自 平成17年 
4月1日 

至 平成17年 
9月30日 

自 平成18年 
4月1日 

至 平成18年 
9月30日 

自 平成16年 
4月1日 

至 平成17年 
3月31日 

自 平成17年 
4月1日 

至 平成18年 
3月31日 

売上高 百万円 106,586 103,186 103,065 241,793 250,230 

経常利益又は経常損

失（△） 
百万円 3,693 △1,049 2,806 7,204 △1,195 

中間（当期）純利益

又は中間（当期）純

損失（△） 

百万円 1,651 △356 2,930 3,644 △674 

資本金 百万円 5,483 5,483 5,483 5,483 5,483 

発行済株式総数 千株 109,663 109,663 109,663 109,663 109,663 

純資産額 百万円 87,287 87,617 74,239 88,185 69,655 

総資産額 百万円 174,438 210,370 210,456 195,739 219,807 

1株当たり純資産額 円 818.85 829.18 774.70 834.11 738.87 

1株当たり中間（当

期）純利益金額又は

1株当たり中間（当

期）純損失金額

（△） 

円 15.43 △3.37 30.83 33.70 △6.61 

潜在株式調整後1株

当たり中間（当期）

純利益金額 

円 ― ― 30.61 33.68 ― 

1株当たり配当額 円 3.75 3.75 3.75 7.50 7.50 

自己資本比率 ％ 50.0 41.6 35.3 45.1 31.7 

従業員数 人 2,083 1,873 2,051 1,983 1,902 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

(注) 1．当中間連結会計期間において同社株式を取得いたしましたが、同社株式のみなし取得日を同社の期末日であ

る平成18年10月31日としたため、当中間連結会計期間においては連結子会社に含めておりません。 

2．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合であります。 

また、当中間連結会計期間において、ユニアデックス株式会社が以下の会社を吸収合併いたしま

した。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

(注) 1．当社グループは、コンピュータ、ソフトウェア、その他関連商品ならびにこれらに関する各種サービスを提供

する単一事業を営んでいるため、職群別従業員の状況を記載しております。 

2．従業員数は就業人員数であります。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

 （連結子会社）           

ＵＳＯＬベトナム 

コーポレーション 

ベトナム社会主

義共和国 

ハノイ市 

100 

 （千米ドル）

ソフトウェア 

の開発 

100 

 (100) 

ソフトウェアの 

開発委託 

資金援助あり 

ケンブリッジ・ 

テクノロジー・ 

パートナーズ㈱ 

（注) 1 

東京都江東区 
270 

 （百万円）

システム 

コンサルティング 
100 

システム 

コンサルティング 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

 （連結子会社）           

日本ユニシス情報 

システム㈱ 
東京都江東区 

150 

 （百万円）

インターネット 

サービス 
100 ― 

  （平成18年9月30日現在）

職群 従業員数（人） 

セールス 1,355 

システム・エンジニア 4,330 

カストマー・エンジニア他 1,276 

スタッフ 1,531 

合計 8,492 



(2）提出会社の状況 

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

また、取締役12人、監査役3人、執行役員10人（取締役兼務者を除く）、顧問20人（特別顧問を含む）、休職45

人および他社への出向者2,544人は含まれておりません。 

(3）労働組合の状況 

 提出会社には、日本ユニシス労働組合が組織されており、正常かつ円満な労使関係を維持し、

労使協調のもとに諸問題の解決にあたっております。 

 なお、加盟上部団体はありません。 

  （平成18年9月30日現在）

従業員数（人） 2,051 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善、輸出の増加、設備投資の増加により、

緩やかな景気回復が続きました。IT業界においても、企業の情報化投資は徐々に回復しているも

のの、競争の激化による価格低下圧力が継続しており、経営環境は依然として厳しい状況にあり

ます。 

 このような環境下、日本ユニシスグループは、将来ビジョン「U&U（Users & Unisys）による

価値共有を通して『高成長企業集団への脱皮』“売上高5000億円への挑戦”」を掲げ、ITの総合

商社となるべく経営改革に取り組んでおります。成長に向けた挑戦への柱として、「R&D強

化」、「M&A推進」、「グローバル展開」、「三井物産との連携」を掲げ、各施策の検討および

実施を行っております。日本ユニシスグループはお客様との価値共有を図り、お客様とともに成

長していくための活動を続けております。 

 

 事業戦略の面におきましては、事業部門がより効率的、効果的な営業活動を行えるよう、事業

部門と密接に連携する横串機能を明確に位置付けました。経営課題解決に向けたコンサルティン

グからのアプローチによるビジネス展開やグループ横断の重点ビジネス推進と連携強化を行うビ

ジネス開発本部、商品戦略の立案や戦略的商品の企画・推進を行う商品企画部、技術力強化と先

端技術の獲得を図るための総合技術研究所等が横串組織であり、営業力および技術力の強化を図

っております。また、グループとしてお客様に提供するサービス、プロダクト全体の品質を総合

的に保証することを目指して品質保証部を設置いたしました。お客様が日本ユニシスグループに

は安心して任せられるとおっしゃっていただけるようさらなる改善を進めてまいります。 

 これらと並行して、受託開発でのプロジェクト管理体制の強化に努めてまいりましたが、さら

に提案段階での案件レビューの徹底により、新たな不採算案件の抑制を図っております。また、

開発投資の投資対効果をより改善するための、開発案件レビュー体制の強化も進めております。

 

 事業展開の面におきましては、お客様の経営課題解決に向けた「上流アプローチ」からグルー

プ連携によって「開発」、「運用・保守サービス」までをワンストップで提供しております。こ

れらの「営業」、「開発」、「保守」という機能をグループ「三位一体」となって、お客様にシ

ームレスにサービスを提供できるように体制を強化いたしました。 

 システムサービス事業については、プロジェクトマネジャーの資格取得者の増加等、必要とさ

れる高度技術者の育成、プロジェクト管理体制の強化に加えて、生産性の向上を目指した開発生

産性手法の改善、外部調達コストの効率化を引き続き図っております。それに加え、環境の変化

に柔軟かつ迅速に対応し、お客様とともに経営課題を解決するために、情報システム化にかかわ

る方法論、ひな型などを含むアプローチ「3D-VE™（3D Visible Enterprise™）」を導入し、知財

活用型の新たな顧客サービスを展開してまいります。 

 また、金融業界におきましては、Windows®環境における新技術を全面的に採用した最新のオー

プン勘定系システム『BankVision®』が、その先進性／可用性／安定性／安全性／伸張性を評価

され、さらなる受注、内定に繋がっております。航空業界におきましては、“予約～発券～搭

乗”の国内線予約サービスを処理する国内最大級の基幹系システムのオープンシステムへの移行

が決まっており、これも当社グループのオープンシステムにおける開発力、技術力の高さの証明

と分析しております。 

 また、コンサルティング力の強化のためにケンブリッジ・テクノロジー・パートナーズ株式会

社を日本ユニシスグループの一員としました。このようなM&Aにも積極的に取り組んでおりま

す。 



これらに加えて、日本ユニシスグループは、お客様へ高度なサービスを提供する上での源泉

は「人財」であると考え、働きやすい就業環境の実現など、優秀な人材の確保、定着化に向けた

施策に取り組んでいます。その一つとして、育児関係制度の大幅改定を行いました。これは、少

子高齢化対策という社会への要請に企業として応えることも目的としています。また、人材確保

という点では、海外の優秀なIT技術者を確保し、システム構築サービスの受注拡大に対応するた

めに、ベトナム社会主義共和国ハノイ市にオフショア開発専門のUSOLベトナム コーポレーショ

ンを設立いたしました。 

 なお、本年7月1日付をもって、ユニアデックス株式会社はネットワーク事業とインターネット

事業の相互補完を目指し、日本ユニシス情報システム株式会社を吸収合併いたしました。 

 当中間連結会計期間の連結業績につきましては、システムサービスを中心としたサービス売上

の伸びにより、売上高合計は1,365億26百万円（前年同期比1.5％増）となりました。利益面につ

きましては、システムサービスにおける不採算案件の発生やソフトウェア利益率の低下があった

ものの、各種経費の削減を推進したことにより、営業利益は7億95百万円（前年同期比64.6％

増）、経常利益は11億16百万円（前年同期比134.9％増）、中間純利益は5億74百万円（前年同期

比793.0％増）となりました。 

  

 売上区分別の実績は、次のとおりであります。 

 ①サービス 

サービス売上は、システムサービスが好調であったことに加え、アウトソーシング他につい

ても順調に推移したことから、前年同期比26億25百万円増加の866億8百万円（前年同期比

3.1％増）となり、売上構成比は、63.4％（前年同期62.4％）となりました。 

 ②ソフトウェア 

ソフトウェア売上は、メインフレーム関連の売上減少等により、前年同期比2億55百万円減

少の191億85百万円（前年同期比1.3％減）となり、売上構成比は、14.1％（前年同期

14.5％）となりました。 

 ③ハードウェア 

ハードウェア売上は、大型案件の販売売上があったものの、賃貸収入が減少傾向にあること

から、前年同期比3億71百万円減少の307億32百万円（前年同期比1.2％減）となり、売上構

成比は、22.5％（前年同期23.1％）となりました。 

  

（注）1.上記金額には消費税等を含んでおりません。 

   2.Windowsは、米国Microsoft Corporationの米国およびその他の国における登録商標または商標です。 

   3.3D-VE、3D Visible Enterpriseは、Unisys Corporationの商標です。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の現金及び現金同等物につきましては、ユニシス・コーポレーションに対

する商標権等使用料の支払や営業用コンピュータの取得等に係る資金需要を、主に新規借入の実

施による財務活動によりまかないました。その結果、現金及び現金同等物は前期末に比べ39億25

百万円減少し、当中間連結会計期間末残高は269億1百万円となりました。 



（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、57億35百万円の支出（前年同期は32億48百万円の収入）となりまし

た。これは主に、税金等調整前中間純利益8億62百万円（前年同期比5億14百万円増）、非現金支

出費用である減価償却費68億34百万円（前年同期比4億69百万円減）および、売掛金の回収によ

る売上債権の減少211億11百万円（前年同期比46億58百万円増）等により増加したものの、商標

使用料等に係る債務を含む仕入債務の減少224億8百万円（前年同期比381億3百万円減）等による

ものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により支出した資金は、195億11百万円（前年同期比117億3百万円増）となりまし

た。これは主に、営業用コンピュータ等の有形固定資産の取得による支出22億35百万円（前年同

期比48百万円増）、およびアウトソーシング用ソフトウェア開発投資を中心とした無形固定資産

の取得による支出94億14百万円（前年同期比37億33百万円増）および、投資有価証券の取得によ

る支出79億43百万円（前年同期比79億2百万円増）等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、213億20百万円の収入（前年同期比177億10百万円増）となりました。

これは主に、短期借入金の純増額114億20百万円の収入（前年同期比114億4百万円増）、長期借

入金の借入による収入86億円（前年同期比86億円増）等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。 

(注) 1．システムサービスの金額は、販売価格によっております。 

2．ソフトウェアには、ソフトウェア製品マスター制作までの研究開発費に該当する金額を含んでおります。 

3．上記の金額には、消費税等を含んでおりません。 

(2）受注状況 

当中間連結会計期間における売上区分別受注状況を示すと、次のとおりであります。 

(注) 1．受注残高については、1年以内売上予定の残高を記載しております。 

2．上記の金額には、消費税等を含んでおりません。 

(3）販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を売上区分別に示すと、次のとおりであります。 

(注) 上記の金額には、消費税等を含んでおりません。 

品目 金額 前年同期比 

  百万円 ％ 

システムサービス 45,016 +15.0 

ソフトウェア 11,022 +43.5 

合計 56,039 +19.7 

売上区分 受注高 前年同期比 受注残高 前年同期比 

  百万円 ％ 百万円 ％ 

サービス 101,974 +19.2 103,052 +11.0 

ソフトウェア 14,959 △16.7 14,370 △16.9 

ハードウェア 23,243 △40.4 17,982 +6.5 

合計 140,178 △1.6 135,405 +6.6 

売上区分 金額 前年同期比 

  百万円 ％ 

サービス 86,608 +3.1 

ソフトウェア 19,185 △1.3 

ハードウェア 30,732 △1.2 

合計 136,526 +1.5 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）が対処すべき課題につい

て、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結、変更または解約した経営上の重要な契約等はありま

せん。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、「高成長企業」という将来ビジョンの実現に向けて、「もの作り」という原点

に立ち、当社の強みである「技術力」をさらに強化するための積極的な研究開発活動を展開してお

ります。 

 これらの活動の成果として、当社は、「ミッションクリティカルなシステム構築力」でさらに業

界をリードすべく、システム構築基盤となるミドルウェア開発に取り組んでいる他、 

Microsoft®.NET開発技術力に加えオープンソース分野でのポジション確保に向けた取り組みを始め

ました。 

  さらに、本年１月に設立した総合技術研究所にて、RFID（Radio Frequency Identification：無

線を使って個別情報の自動認識を行う仕組み）技術を活かしたユビキタス・ソリューションの開発

など、先端技術による事業化の検討に取り組んでおります。また、本年７月には米国シリコンバレ

ーに米国3拠点目となるオフィスを開設し、欧米の最新情報技術の収集と事業機会発掘の体制を強

化しております。 

 当中間連結会計期間の主な研究開発活動は次のとおりであります。 

(1) 金融分野  

・Microsoft.NETフレームワーク上での勘定系端末機種に依存しない新営業店システムの開発 

・金融商品取引法に対応した金融分野向けの業務フロー作成・管理を含む内部統制管理システム

の開発および統制系の基盤であるEAフレームワーク(業務・システムを最適化する際の枠組み)

の構築 

・現行汎用・振込・口座振替システムの後継として、短期間・低コストで導入可能な保守性に優

れたシステムの開発  

(2) 製造・流通分野  

・ファッション業界における卸売業態・SPA（製造小売）業態・小売業態のビジネス全体をサポー

トするソリューション「eSPANET®」のマーチャンダイジング基盤モジュールの開発 

・データマイニング技術を活用し、流通小売業界においてサプライチェーン全体の在庫の適正化

を指向するソリューションの開発  

・自動車業界における車輌機能部品の組込み系ソフトウェアのプログラム再利用を促進化するこ

とを目的としたプログラム管理システムの研究  

(3) 社会・公共分野  

・地方公共団体向けの総務事務システム（勤怠管理および職員の申請届出事務）の開発  

・電力業界向けに、経営環境変化を予測し、種々の前提条件を設定した上で経営戦略を分析・評

価するパッケージの開発  

・総合医療情報システム「UniCare®」として電子カルテの地域医療連携機能を中心とした機能強

化、医療・健康・介護・福祉の各分野の横断的な情報連携基盤の構築 



(4) ソリューションを支える基盤技術・サービスその他  

・オープンソースソフトウェア(OSS)によるミッションクリティカル・システム構築のための製

品、サービス提供に向けた調査・研究 

・ICカード、ICタグ（RFID）などのユビキタスデバイスを利用した各種ソリューションの企画、

開発 

・Microsoft.NETフレームワーク上でのミッションクリティカルな基幹業務システムの構築を支援

するミドルウェア「MIDMOST®for.NET」の運用機能強化版の開発 

・内部統制文書化支援ツールの企画、開発  

・IT資産管理ソフトウェア「ADMi-21®」をベースとしたIT統制管理システムの開発 

・IPフォンの種々のコミュニケーションを支援するIP電話ナビゲーションとSIPサーバ(ネットワ

ーク上で電話の制御を行うサーバ)の運用機能に対する「AiriP®」ハイブリッド端末対応ソリュ

ーションの開発 

(注)Microsoftは、米国Microsoft Corporationの米国およびその他の国における登録商標または商標です。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、18億99百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却

等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 300,000,000 

計 300,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 

（平成18年9月30日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 109,663,524 109,663,524 
東京証券取引所 

市場第一部 
― 

計 109,663,524 109,663,524 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

①旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成15年6月26日定時株主総会決議 

(注1)新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る1円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)を行う場合は、次

の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

(注2)①新株予約権の割当を受けた者が、次表に掲げる各期間において権利行使が可能な新株予約権数の上限は、それぞ

れ次表のとおりとする。なお、新株予約権1個を最低行使単位とする。 

②新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社または当社連結子会社（持分法適用会社を含む。

以下同じ。）の取締役、執行役員もしくは従業員の地位にあることを要す。ただし、当社または当社連結子会社

の取締役もしくは執行役員を任期満了により退任した場合、従業員の定年退職、関係会社への転籍、役員就任そ

の他正当な理由のある場合にはこの限りではない。 

③新株予約権者が権利行使期間内に死亡した場合、死亡後1年間（権利行使期間内に限る）相続人は権利を行使する

ことができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、権利の再相続は認めない。 

④この他の条件は、平成15年6月26日開催の定時株主総会および平成15年7月31日開催の取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるところによる。 

  
中間会計期間末現在 
(平成18年9月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 4,635 3,917 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 463,500 391,700 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり 962 (注1) 同左 

新株予約権の行使期間 平成17年7月1日～平成22年6月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格および資本組入額(円) 

発行価格 962 

資本組入額 481 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注2) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割または併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × 1株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

期間 権利行使可能な新株予約権数の上限 

平成17年7月1日から 

平成18年6月30日まで 

割当を受けた新株予約権数の2分の1まで(小数点第1位以下は切り上げ)。ただし、当該

上限個数が10個未満のときは10個まで。 

平成18年7月1日から 

平成22年6月30日まで 
割当を受けた新株予約権数のすべて。 



平成16年6月25日定時株主総会決議 

(注1)新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く)を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

上記のほか、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で払込金額を調整するものとする。 

(注2)①新株予約権の割当を受けた者が、次表に掲げる各期間において権利行使が可能な新株予約権数の上限は、それぞ

れ次表のとおりとする。 

②新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社または当社連結子会社（持分法適用会社を含む。

以下同じ。）の取締役、執行役員または従業員の地位にあることを要す。ただし、当社または当社連結子会社の

取締役または執行役員を任期満了により退任した場合、従業員の定年退職、関係会社への転籍、役員就任その他

正当な理由のある場合にはこの限りではない。 

③新株予約権者が権利行使期間内に死亡した場合、死亡後1年間（権利行使期間内に限る）相続人は権利を行使する

ことができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、権利の再相続は認めない。 

④この他の条件は、平成16年6月25日開催の定時株主総会および平成16年7月30日開催の取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるところによる。 

  
中間会計期間末現在 
(平成18年9月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 5,071 4,466 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 507,100 446,600 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり 952 (注1) 同左 

新株予約権の行使期間 平成18年7月1日～平成23年6月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格および資本組入額(円) 

発行価格 952 

資本組入額 476 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注2) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには、譲渡

先が当社である場合を除き、取締

役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割または併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × 1株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

期間 権利行使可能な新株予約権数の上限 

平成18年7月1日から 

平成19年6月30日まで 

割当を受けた新株予約権数の2分の1まで(小数点第1位以下は切り上げ)。ただし、当該

上限個数が10個未満のときは10個まで。 

平成19年7月1日から 

平成23年6月30日まで 
割当を受けた新株予約権数のすべて。 



平成17年6月23日定時株主総会決議 

(注1)新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く)を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

上記のほか、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で払込金額を調整するものとする。 

(注2)①新株予約権の割当を受けた者のうち、平成17年11月22日開催の取締役会において定めた当社および当社連結子会

社の取締役、執行役員および従業員（上位組織長およびそれに準ずる職責を有する者）については、新株予約権

行使申請日の前月末の東京証券取引所における当社株式普通取引の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ

直近日の終値）が、2,083円（上記(注1)に定める払込金額が調整された場合には、払込金額の調整方法と同一の

方法で当該価格を調整する）以上となった場合に限り、権利を行使することができる。 

②新株予約権の割当を受けた者は、権利行使申請日においても、当社または当社連結子会社（持分法適用会社を含

む。以下同じ。）の取締役、執行役員または従業員の地位にあることを要す。ただし、当社または当社連結子会

社の取締役または執行役員を任期満了により退任した場合、従業員の定年退職、関係会社への転籍、役員就任そ

の他正当な理由のある場合にはこの限りではない。 

③新株予約権者が権利行使期間内に死亡した場合、死亡後1年間（権利行使期間内に限る）相続人は権利を行使する

ことができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、権利の再相続は認めない。 

④この他の条件は、平成17年6月23日開催の定時株主総会および平成17年11月22日開催の取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるところによる。 

  
中間会計期間末現在 
(平成18年9月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 7,401 7,396 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 740,100 739,600 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり 1,763 (注1) 同左 

新株予約権の行使期間 平成19年7月1日～平成24年6月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格および資本組入額(円) 

発行価格 1,763 

資本組入額 882 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注2) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには、譲渡

先が当社である場合を除き、取締

役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割または併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × 1株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



②会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成18年6月22日定時株主総会決議  

取締役に対する付与分（注1）  

(注1)当該新株予約権は、平成18年9月22日開催の取締役会決議に基づき、平成18年11月7日付をもって発行しておりま

す。 

(注2)新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く)を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

上記のほか、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で払込金額を調整するものとする。 

(注3)発行価格は、行使時の払込金額2,434円にストック・オプションの公正な評価単価520円を合算しております。 

(注4)①新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使申請日の前月末の東京証券取引所における当社株式普通取引の

終値(取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値)が、2,876円(上記(注2)に定める払込金額が調整された

場合には、払込金額の調整方法と同一の方法で当該価格を調整する）以上となった場合に限り、権利を行使する

ことができる。 

②新株予約権の割当を受けた者は、権利行使申請日においても、当社取締役の地位にあることを要す。ただし、当

社取締役を任期満了により退任した場合、その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。 

③新株予約権者が権利行使期間内に死亡した場合、死亡後1年間（権利行使期間内に限る）相続人は権利を行使する

ことができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、権利の再相続は認めない。 

④この他の条件は、平成18年6月22日開催の定時株主総会および平成18年9月22日開催の取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるところによる。 

 
中間会計期間末現在 
(平成18年9月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) － 222 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) － 22,200 

新株予約権の行使時の払込金額(円) － １株当たり 2,434（注2） 

新株予約権の行使期間 － 平成20年7月1日～平成25年6月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格および資本組入額(円) 
－ 

発行価格  2,954(注3) 

資本組入額 1,477 

新株予約権の行使の条件 － (注4) 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

譲渡による新株予約権の取得につ

いては、取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項  － － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割または併合の比率 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × 1株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



取締役以外の対象者に対する付与分(注1)  

(注1)当該新株予約権は、平成18年9月22日開催の取締役会決議に基づき、平成18年11月7日付をもって発行しておりま

す。 

(注2)新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く)を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

上記のほか、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で払込金額を調整するものとする。 

(注3)発行価格は、行使時の払込金額2,434円にストック・オプションの公正な評価単価520円を合算しております。 

(注4)①新株予約権の割当を受けた者のうち、平成18年9月22開催の取締役会において定めた当社の取締役を兼務しない執

行役員、従業員(上位組織長およびそれに準ずる職責を有する者)および当社連結子会社の常勤取締役、執行役

員、従業員(上位組織長およびそれに準ずる職責を有する者)については、新株予約権行使申請日の前月末の東京

証券取引所における当社株式普通取引の終値(取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値)が、2,876円

(上記(注2)に定める払込金額が調整された場合には、払込金額の調整方法と同一の方法で当該価格を調整する）

以上となった場合に限り、権利を行使することができる。 

②新株予約権の割当を受けた者は、権利行使申請日においても、当社または当社連結子会社（持分法適用会社を含

む。以下同じ。）の取締役、執行役員または従業員の地位にあることを要す。ただし、当社または当社連結子会

社の取締役または執行役員を任期満了により退任した場合、従業員の定年退職、関係会社への転籍、役員就任そ

の他正当な理由のある場合にはこの限りではない。 

③新株予約権者が権利行使期間内に死亡した場合、死亡後1年間（権利行使期間内に限る）相続人は権利を行使する

ことができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、権利の再相続は認めない。 

④この他の条件は、平成18年6月22日開催の定時株主総会および平成18年9月22日開催の取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるところによる。 

 
中間会計期間末現在 
(平成18年9月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) － 5,003 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) － 500,300 

新株予約権の行使時の払込金額(円) － １株当たり 2,434(注2) 

新株予約権の行使期間 － 平成20年7月1日～平成25年6月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格および資本組入額(円) 
－ 

発行価格  2,954(注3) 

資本組入額 1,477 

新株予約権の行使の条件 － (注4) 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

譲渡による新株予約権の取得につ

いては、取締役会の承認を要す

る。 

代用払込みに関する事項  － － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1 

分割または併合の比率 

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × 1株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

当中間会計期間において、発行済株式総数、資本金および資本準備金の増減はありません。 

(4）【大株主の状況】 

(注)1．株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

2．上記の他、当社は自己株式13,883,432株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合12.66％）を保有してお

ります。 

  （平成18年9月30日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町1-2-1 30,524 27.84 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11 10,496 9.57 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2-11-3 7,874 7.18 

バンク オブ ニューヨーク 

ジーシーエム クライアント 

アカウンツ イー アイエス

ジー（常任代理人：株式会社

三菱東京UFJ銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET  

LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM（東京

都千代田区丸の内2-7-1 カストディ業務

部）  

4,338 3.96 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町1-13-2  3,953 3.61 

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル（常任代理

人：ゴールドマン・サックス

証券会社東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K

（東京都港区六本木6-10-1 六本木ヒルズ

森タワー）  

1,891 1.73 

日本ユニシス従業員持株会 東京都江東区豊洲1-1-1 1,786 1.63 

ステート ストリート バン

ク アンド トラスト カン

パニー 505019（常任代理

人：株式会社みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決裁業務

室） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518  

IFSC DUBLIN, IRELAND（東京都中央区日本

橋兜町6-7） 

1,375 1.25 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（退職給付信託

口・三菱電機株式会社口） 

東京都港区浜松町2-11-3 1,271 1.16 

野村信託銀行株式会社（投信

口） 
東京都千代田区大手町2-2-2 1,254 1.14 

計 ― 64,768 59.07 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注) 1．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15,000株（議決権150

個）含まれております。 

2．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式32株が含まれております。 

②【自己株式等】 

  （平成18年9月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 13,883,400 
― ― 

（相互保有株式） 

普通株式    1,000 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 95,753,000 957,530 ― 

単元未満株式 普通株式   26,124 ― 1単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 109,663,524 ― ― 

総株主の議決権 ― 957,530 ― 

  （平成18年9月30日現在）

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）           

日本ユニシス（株） 
東京都江東区豊洲1-

1-1 
13,883,400 ― 13,883,400 12.66 

（相互保有株式）           

(株)ユニスタッフ 
東京都渋谷区道玄坂

1-22-10 
1,000 ― 1,000 0.00 

計 ― 13,884,400 ― 13,884,400 12.66 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場であります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はあ

りません。 

月別 平成18年4月 平成18年5月 平成18年6月 平成18年7月 平成18年8月 平成18年9月 

最高（円） 2,115 2,040 1,927 1,940 2,105 2,180 

最低（円） 1,790 1,704 1,514 1,669 1,803 2,010 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日ま

で）および当中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の中間連結財務諸表ならびに前中間会

計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）および当中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日ま

で）の中間財務諸表について、監査法人トーマツの中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

1 現金及び預金     25,044 26,911   30,837 

2 受取手形及び売掛
金 

3   68,696 59,597   80,709 

3 たな卸資産     23,515 26,954   19,321 

4 繰延税金資産     8,417 10,759   10,372 

5 前払費用     17,262 －   17,109 

6 その他     2,097 12,908   1,477 

貸倒引当金     △84 △42   △63 

流動資産合計     144,950 61.9 137,088 58.5   159,763 65.5

Ⅱ 固定資産          

1 有形固定資産 1        

(1）機械装置及び運
搬具 

  13,154   12,849 14,484   

(2）その他   7,085 20,240 6,671 19,521 6,845 21,329 

2 無形固定資産           

(1）ソフトウェア   21,828   29,180 23,020   

(2）その他   125 21,953 25 29,206 28 23,049 

3 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   9,088   18,093 11,295   

(2）繰延税金資産   9,539   8,318 7,262   

(3）前払年金費用   11,174   11,261 10,455   

(4）その他   17,630   11,593 11,428   

貸倒引当金   △514 46,918 △644 48,622 △653 39,787 

固定資産合計     89,112 38.1 97,350 41.5   84,167 34.5

資産合計     234,063 100.0 234,438 100.0   243,931 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

1 支払手形及び買掛
金 

3   55,271 31,412   53,819 

2 短期借入金     1,010 17,380   5,960 

3 1年以内に返済予定
の長期借入金 

    5,244 2,237   2,050 

4 コマーシャル・ペ
ーパー 

    14,000 20,000   20,000 

5 未払法人税等     722 894   3,050 

6 未払費用     11,643 12,276   14,809 

7 引当金     940 1,093   1,303 

8 その他     16,421 18,442   18,654 

流動負債合計     105,253 45.0 103,736 44.2   119,648 49.0

Ⅱ 固定負債           

1 社債     8,000 8,000   8,000 

2 長期借入金     14,637 34,800   27,125 

3 退職給付引当金     1,768 1,347   1,501 

4 その他の引当金     513 350   457 

5 繰延税金負債     894 199   524 

6 その他     5,719 2,232   5,153 

固定負債合計     31,534 13.4 46,929 20.1   42,762 17.6

負債合計     136,788 58.4 150,665 64.3   162,410 66.6

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     600 0.3 － －   670 0.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     5,483 2.3 － －   5,483 2.2

Ⅱ 資本剰余金     15,282 6.5 － －   15,288 6.3

Ⅲ 利益剰余金     76,959 33.0 － －   78,388 32.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    2,353 1.0 － －   3,285 1.3

Ⅴ 自己株式申込証拠金     0 0.0 － －   2 0.0

Ⅵ 自己株式     △3,406 △1.5 － －   △21,597 △8.9

資本合計     96,674 41.3 － －   80,850 33.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    234,063 100.0 － －   243,931 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

1 資本金     － －   5,483 2.3   － － 

2 資本剰余金     － －   15,600 6.7   － － 

3 利益剰余金     － －   78,580 33.5   － － 

4 自己株式     － －   △19,446 △8.3   － － 

5 自己株式申込証拠
金  

    － －   38 0.0   － － 

株主資本合計     － －   80,255 34.2   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

1 その他有価証券評価
差額金 

    － －   2,769 1.2   － － 

2 繰延ヘッジ損益     － －   1 0.0   － － 

3 為替換算調整勘定     － －   0 0.0   － － 

評価・換算差額等合計     － －   2,770 1.2   － － 

Ⅲ 少数株主持分     － －   746 0.3   － － 

純資産合計     － －   83,772 35.7   － － 

負債純資産合計     － －   234,438 100.0   － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

  

（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間 

  

（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅰ 売上高     134,528 100.0 136,526 100.0   317,486 100.0 

Ⅱ 売上原価     104,205 77.5 109,269 80.0   248,552 78.3

売上総利益     30,322 22.5 27,257 20.0   68,934 21.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

1   29,839 22.1 26,462 19.4   63,868 20.1

営業利益     483 0.4 795 0.6   5,065 1.6

Ⅳ 営業外収益           

1 受取利息   21   22 27   

2 受取配当金   113   131 142   

3 上場有価証券売却
益 

  60   53 169   

4 為替差益   ―   322 ―   

5 その他   108 303 0.2 103 632 0.4 263 603 0.2

Ⅴ 営業外費用           

1 支払利息   230   293 457   

2 為替差損   51   ― 288   

3 その他   28 311 0.2 18 311 0.2 53 799 0.3

経常利益     475 0.4 1,116 0.8   4,870 1.5

Ⅵ 特別利益           

1 貸倒引当金戻入額   8   21 ―   

2 固定資産売却益 2 10   2 225   

3 会員権売却益   17   0 17   

4 その他   ― 36 0.0 ― 24 0.0 1 243 0.1

Ⅶ 特別損失           

1 固定資産売廃却損 3 40   17 63   

2 投資有価証券評価
損 

  116   258 132   

3 減損損失 4 ―   ― 380   

4 その他   7 163 0.1 2 279 0.2 219 795 0.3

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    348 0.3 862 0.6   4,318 1.3

法人税、住民税及
び事業税 

  896   1,622 3,662   

法人税等調整額   △638 257 0.2 △1,414 207 0.1 △1,326 2,335 0.7

少数株主利益     25 0.0 80 0.1   93 0.0

中間（当期）純利
益 

    64 0.1 574 0.4   1,889 0.6

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高 15,281   15,281

Ⅱ 資本剰余金増加高   

自己株式処分差益 0 0 6 6

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

15,282   15,288

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高 77,390   77,390

Ⅱ 利益剰余金増加高   

中間（当期）純利益 64 64 1,889 1,889

Ⅲ 利益剰余金減少高   

1 配当金 396 792 

2 役員賞与 99 495 99 891

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

76,959   78,388

    



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

(注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 株主資本 

 
資本金 

資本 

剰余金 

利益 

剰余金 
自己株式 

自己株式 

申込証拠金 

株主資本 

合計  

平成18年3月31日残高 

       （百万円） 
5,483 15,288 78,388 △21,597 2 77,565 

当中間連結会計期間 

の変動額       

  剰余金の配当(注)     △353     △353 

  役員賞与(注)     △28     △28 

  中間純利益     574     574 

  自己株式の取得       △0   △0 

  自己株式の処分   448   1,722   2,170 

  ストック・オプション 

  の権利行使 
  △135   428 △2 289 

  自己株式申込証拠金 

  の入金 
        38 38 

  株主資本以外の項目の 

  当中間連結会計期間 

 変動額(純額) 

            

当中間連結会計期間の 

変動額合計 

       （百万円） 

― 312 191 2,150 35 2,690 

平成18年9月30日残高 

       （百万円） 
5,483 15,600 78,580 △19,446 38 80,255 

 評価・換算差額等 

少数株主 

持分 

純資産 

合計  
 

その他有価 

証券評価 

差額金 

繰延 

ヘッジ損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 
 

平成18年3月31日残高 

       （百万円） 
3,285 ― ― 3,285 670 81,520

当中間連結会計期間 

の変動額       

  剰余金の配当(注)           △353 

  役員賞与(注)           △28 

  中間純利益           574 

  自己株式の取得           △0 

  自己株式の処分           2,170 

  ストック・オプション 

  の権利行使 
          289 

  自己株式申込証拠金 

  の入金 
          38 

  株主資本以外の項目の 

  当中間連結会計期間 

 変動額(純額) 

△515 1 0 △514 75 △438 

当中間連結会計期間の 

変動額合計 

       （百万円） 

△515 1 0 △514 75 2,251 

平成18年9月30日残高 

       （百万円） 
2,769 1 0 2,770 746 83,772 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  348 862 4,318

減価償却費   7,304 6,834 15,735

投資有価証券売却益   △60 △53 △169

引当金の減少額   △238 △501 △80

受取利息及び受取配
当金 

  △134 △153 △170

支払利息   230 293 457

売上債権の減少額   16,453 21,111 4,477

たな卸資産の増加額   △8,299 △7,632 △4,105

仕入債務の増減額   15,695 △22,408 14,247

その他   △25,678 △346 △12,583

小計   5,619 △1,994 22,127

利息及び配当金の受
取額 

  135 152 172

利息の支払額   △243 △272 △472

法人税等の支払額   △2,261 △3,620 △2,850

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  3,248 △5,735 18,977

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △2,187 △2,235 △7,735

有形固定資産の売却
による収入 

  30 11 338

無形固定資産の取得
による支出 

  △5,680 △9,414 △11,381

投資有価証券の取得
による支出 

  △40 △7,943 △787

投資有価証券の売却
による収入 

  69 69 299

その他   △0 0 △37

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △7,808 △19,511 △19,303

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増加
額 

  16 11,420 4,966

長期借入れによる収
入 

  ― 8,600 13,800

長期借入金の返済に
よる支出 

  △3,939 △737 △8,446

その他借入の返済に
よる支出 

  △101 △104 △205

コマーシャル・ペー
パーの純増加額 

  8,000 ― 14,000

自己株式の売却によ
る収入 

  ― 2,170 ―

自己株式の取得によ
る支出 

  △0 △0 △18,263

ストック・オプショ
ンの権利行使による
収入 

  9 328 88

配当金の支払額   △395 △352 △793

その他   23 △2 23

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  3,610 21,320 5,169

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  ― 0 ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △949 △3,925 4,843

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  25,983 30,827 25,983

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

1 25,034 26,901 30,827

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

1 

  

連結の範囲に関する

事項 

  

連結子会社（11社） 

ユニアデックス㈱ 

日本ユニシス・ソリューシ

ョン㈱ 

日本ユニシス・エクセリュ

ーションズ㈱ 

日本ユニシス・サプライ㈱ 

㈱エイタス 

㈱トレードビジョン 

日本ユニシス情報システム

㈱ 

日本ユニシス・ラーニング

㈱ 

日本ユニシス・ビジネス㈱ 

㈱国際システム 

Ｇ＆Ｕシステムサービス㈱ 

このうちＧ＆Ｕシステムサ

ービス㈱については、当中

間連結会計期間において新

たに設立したことにより連

結子会社に含めることとい

たしました。 

連結子会社（11社） 

ユニアデックス㈱ 

日本ユニシス・ソリューシ

ョン㈱ 

日本ユニシス・エクセリュ

ーションズ㈱ 

日本ユニシス・サプライ㈱ 

㈱エイタス 

㈱トレードビジョン 

日本ユニシス・ラーニング

㈱ 

日本ユニシス・ビジネス㈱ 

㈱国際システム 

Ｇ＆Ｕシステムサービス㈱ 

ＵＳＯＬベトナムコーポレ

ーション 

このうちＵＳＯＬベトナム

コーポレーションについて

は、当中間連結会計期間に

おいて新たに設立したこと

により連結子会社に含める

ことといたしました。 

また、平成18年7月1日付け

でユニアデックス㈱は日本

ユニシス情報システム㈱を

吸収合併いたしました。 

なお、ケンブリッジ・テク

ノロジー・パートナーズ㈱

については、当中間連結会

計期間において同社発行済

株式の100％を取得いたしま

したが、同社株式のみなし

取得日を同社の決算日であ

る平成18年10月31日とした

ため、当中間連結会計期間

においては連結子会社には

含めておりません。 

連結子会社（11社） 

ユニアデックス㈱ 

日本ユニシス・ソリューシ

ョン㈱ 

日本ユニシス・エクセリュ

ーションズ㈱ 

日本ユニシス・サプライ㈱ 

㈱エイタス 

㈱トレードビジョン 

日本ユニシス情報システム

㈱ 

日本ユニシス・ラーニング

㈱ 

日本ユニシス・ビジネス㈱ 

㈱国際システム 

Ｇ＆Ｕシステムサービス㈱ 

このうちＧ＆Ｕシステムサ

ービス㈱については、当連

結会計年度において新たに

設立したことにより連結子

会社に含めることといたし

ました。 

  

  

  

  

非連結子会社（3社） 

ＮＵＬシステムサービス・

コーポレーション他 

非連結子会社（3社） 

ＮＵＬシステムサービス・

コーポレーション他 

非連結子会社（3社） 

 ＮＵＬシステムサービス・

コーポレーション他 
  

  

  

  

（連結範囲から除いた理

由） 

非連結子会社の総資産、売

上高、中間純損益（持分に

見合う額）および利益剰余

金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微で

あるため、連結の範囲から

除いております。 

（連結範囲から除いた理

由） 

同左 

（連結範囲から除いた理

由） 

非連結子会社の総資産、売

上高、当期純損益（持分に

見合う額）および利益剰余

金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微である

ため、連結の範囲から除い

ております。 

 



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

2 持分法の適用に関す

る事項 

持分法適用の非連結子会社

および関連会社は該当あり

ません。 

持分法を適用していない非

連結子会社（3社）および関

連会社（㈱ユニスタッフ、

他3社）は、それぞれ中間純

損益および利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性が

ないため、これらの会社に

対する投資については持分

法を適用せず、原価法によ

っております。 

持分法適用の非連結子会社

および関連会社は該当あり

ません。 

同左 

持分法適用の非連結子会社

および関連会社は該当あり

ません。 

持分法を適用していない非

連結子会社（3社）および関

連会社（㈱ユニスタッフ、

他3社）は、それぞれ当期純

損益および利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性が

ないため、これらの会社に

対する投資については持分

法を適用せず、原価法によ

っております。 

3 連結子会社の（中

間）決算日等に関す

る事項 

連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。 

同左 連結子会社の決算日は、連

結決算日と一致しておりま

す。 

4 会計処理基準に関す

る事項 

      

  (1）重要な資産の評

価基準および評

価方法 

      

  

  

  

ａ 有価証券 
  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算定

しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。） 
  

  

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価基

準 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ｂ デリバティブ 時価法 同左 同左 
  

  

ｃ たな卸資産 
  

① 販売用コンピュータ 

主として移動平均法によ

る原価基準 

① 販売用コンピュータ 

同左 

① 販売用コンピュータ 

同左 

  

  

  

  

② 保守サービス用部品他 

移動平均法による原価基

準 

② 保守サービス用部品他 

同左 

② 保守サービス用部品他 

同左 

 



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  (2）重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

      

  

  

ａ 機械装置及び

運搬具 
  

営業用コンピュータ（賃貸

およびアウトソーシング用

コンピュータ） 

営業利用目的に対応し5年

で残存価額が零となる方法

によっております。 

営業用コンピュータ（賃貸

およびアウトソーシング用

コンピュータ） 

同左 

営業用コンピュータ（賃貸

およびアウトソーシング用

コンピュータ） 

同左 

  ｂ 有形固定資産

のその他 

建物及び構築物 

定率法によっております。

ただし、連結子会社日本ユ

ニシス・サプライ㈱の一部

の工場設備および平成10年

4月1日以降に取得した建物

（附属設備を除く）につい

ては、定額法によっており

ます。 

なお、耐用年数は6年～50

年であります。 

建物及び構築物 

同左 

建物及び構築物 

同左 

  

  

  

ｃ 無形固定資産 
  

  

ソフトウェア 

① 市場販売目的のソフト

ウェア 

見込販売収益に基づく

償却額と見込販売可能

期間に基づく均等配分

額とを比較し、いずれ

か大きい額を計上する

方法によっておりま

す。なお、見込販売可

能期間は原則として3年

と見積っております。 

ソフトウェア 

① 市場販売目的のソフト

ウェア 

同左 

ソフトウェア 

① 市場販売目的のソフト

ウェア 

同左 

  

  

  

  

② 自社利用のソフトウェ

ア 

見込利用可能期間に基

づく定額法によってお

ります。なお、見込利

用可能期間は原則とし

て5年と見積っておりま

す。 

② 自社利用のソフトウェ

ア 

同左 

② 自社利用のソフトウェ

ア 

同左 

 



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  (3）重要な引当金の

計上基準 

      

  ａ 貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

法により、貸倒懸念債権お

よび破産更生債権等につい

ては個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 同左 

  ｂ 退職給付引当

金（前払年金

費用） 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異

については、10年による均

等額を費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り翌連結会計年度から費用

処理しております。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費

用処理しております。 

同左 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

については、10年による均

等額を費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り翌連結会計年度から費用

処理しております。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費

用処理しております。 

  (4）重要な外貨建の

資産又は負債の

本邦通貨への換

算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、為

替差額は損益として処理し

ております。 

外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子

会社の資産および負債、収

益および費用は中間連結決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換

算調整勘定に含めておりま

す。 

外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、為替差

額は損益として処理してお

ります。 

  (5）重要なリース取

引の処理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

 



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  (6）重要なヘッジ会

計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、振

当処理の要件を満たし

ている為替予約につい

ては振当処理に、特例

処理の要件を満たして

いる金利スワップにつ

いては特例処理によっ

ております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

商品輸入の予定取引に

関する為替変動リスク

に対して為替予約およ

び通貨オプションを、

変動金利の短期借入金

の金利変動リスクに対

して金利スワップをそ

れぞれヘッジ手段とし

て、ヘッジ取引を行っ

ております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  

  

  

  

③ ヘッジ方針 

ヘッジ取引は、ヘッジ

対象の範囲内で為替変

動リスクおよび金利変

動リスクをヘッジする

手段として行い、投機

目的やトレーディング

目的のデリバティブ取

引は行わない方針であ

ります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

④ ヘッジ有効性の評価の

方法 

ヘッジ有効性の判定

は、原則としてヘッジ

開始時から有効性判定

時点までの期間におい

て、ヘッジ対象の相場

変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変

動またはキャッシュ・

フロー変動の累計とを

比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断し

ております。ただし、

特例処理によっている

金利スワップについて

は、有効性の評価を省

略しております。 

④ ヘッジ有効性の評価の

方法 

同左 

④ ヘッジ有効性の評価の

方法 

同左 

  (7）その他中間連結

財務諸表（連結

財務諸表）作成

のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

 



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

5 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・

フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金（現

金及び現金同等物）の範囲

は、手許現金、随時引き出

し可能な預金および容易に

換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日か

ら3ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資としており

ます。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及

び現金同等物）の範囲は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から3ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資としておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第6号 平成

15年10月31日）を適用しておりま

す。 

なお、これによる損益への影響はあ

りません。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準）  

当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年8

月9日））および「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第6号 平成15年10月

31日）を適用しております。これに

より税金等調整前当期純利益は、380

百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき

各資産の金額から直接控除しており

ます。 

─────── 

  

  

（役員賞与に関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基

準第4号 平成17年11月29日）を適用

しております。 

なお、これによる損益への影響は軽

微であります。 

─────── 

  

  

─────── 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第5号 平成

17年12月9日）および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号 平成17年12月9日）を適

用しております。従来の「資本の

部」の合計に相当する金額は83,024

百万円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。 

─────── 

  

  

─────── 

  

  

（企業結合に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、企業結合

に係る会計基準（「企業結合に係る

会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成15年10月31

日）および「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号 

平成17年12月27日））を適用してお

ります。 

─────── 

  

  



表示方法の変更 

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

中間連結貸借対照表関係 

(1）「前払費用」の区分表示 

  

前中間連結会計期間において流動資産の

「その他」に含めて表示しておりました

「前払費用」（前中間連結会計期間末は

5,191百万円）は資産の総額の100分の5を

超えたため、区分掲記しております。 

  

前中間連結会計期間に区分掲記しており

ました「前払費用」（当中間連結会計期

間末は11,387百万円）は、資産の総額の

100分の5以下であるため、流動資産の

「その他」に含めて表示しております。 

(2）「投資事業有限責任組合

等への出資」に係る表示

方法の変更 

前中間連結会計期間において投資その他

の資産の「その他」に含めて表示してお

りました「投資事業有限責任組合等への

出資（証券取引法第2条第2項において有

価証券とみなされるもの）」は「証券取

引法等の一部を改正する法律」（平成16

年法律第97号）が平成16年6月9日に公布

され、「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年2月15日付で改正されたことに伴

い、「投資有価証券」に含めて表示して

おります。 

なお、当中間連結会計期間の投資有価証

券に含まれる当該出資の額は、32百万円

であります。 

─────── 

中間連結損益計算書関係 

「固定資産売却益」の区分

表示 

  

前中間連結会計期間において特別利益の

「その他」に含めて表示しておりました

「固定資産売却益」（前中間連結会計期

間15百万円）は、特別利益の100分の10を

超えたため、区分掲記しております。 

  

─────── 



追加情報 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

「第2 事業の状況 4 経営上の重

要な契約等」に記載のとおり、当社

はユニシス・コーポレーションとの

間において、商標使用権等に関し、

期限の定めのない使用許諾の対価を

一括して支払う契約を締結いたしま

した。また、顧客に対するサポー

ト・サービスに必要な高度な技術支

援ならびに技術情報の提供の対価に

ついては、一定額を毎期支払うこと

といたしました。 

なお、当該契約締結に関連して中間

連結貸借対照表および中間連結損益

計算書に計上した額は、以下のとお

りであります。 

（中間連結貸借対照表） 

流動資産「前払費用」 

125億92百万円 

投資その他の資産 

「その他（長期前払費用）」 

63億66百万円 

流動負債 

「支払手形及び買掛金」 

263億4百万円 

（中間連結損益計算書） 

「売上原価」 

73億45百万円 

────── 「第2 事業の状況 5 経営上の重要

な契約等」に記載のとおり、当社はユ

ニシス・コーポレーションとの間にお

いて、商標使用権等に関し、期限の定

めのない使用許諾の対価を一括して支

払う契約を締結いたしました。また、

顧客に対するサポート・サービスに必

要な高度な技術支援ならびに技術情報

の提供の対価については、一定額を毎

期支払うことといたしました。 

（契約変更に係る会計処理） 

（a）商標使用権等の一括使用許諾料 

   平成17年4月1日より2年間で 

   費用処理 

（b）サポート・サービス料 

   毎期、経過期間分を費用処理 

なお、当該契約締結に関連して連結貸

借対照表および連結損益計算書に計上

した額は、以下のとおりであります。 

（連結貸借対照表） 

流動資産「前払費用」 

127億33百万円 

流動負債 

「支払手形及び買掛金」 

129億72百万円 

（連結損益計算書） 

「売上原価」 

146億65百万円 

────── 当社グループの総合力強化を目的と

した機構改革の一環として、当中間

連結会計期間より日本ユニシス・ソ

リューション㈱は、販売部門を有し

ない、開発専門のコストセンターと

して機能しており、同社が実施する

業務のコスト精算方法を変更してお

ります。この変更に伴い、当中間連

結会計期間より同社開発部門で発生

する費用は全て製造費用として処理

しており、当該部門で実施する営業

支援業務は製造間接業務と位置付け

ております。この結果、従来の方法

に比して、販売費及び一般管理費に

計上される営業支援費が1,390百万円

減少するとともに、売上原価が851百

万円、たな卸資産が334百万円、ソフ

トウェアが204百万円、営業利益、経

常利益、税金等調整前中間純利益が

539百万円それぞれ増加しておりま

す。 

────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

注 
No 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

1 有形固定資産の減価償却累計額は

79,532百万円であります。 

有形固定資産の減価償却累計額は

76,449百万円であります。 

有形固定資産の減価償却累計額は

77,547百万円であります。 

2 
  

  

偶発債務 

従業員の銀行借入金（住宅ローン）

に対する債務保証 

3,839百万円 

偶発債務 

従業員の銀行借入金（住宅ローン）

に対する債務保証 

3,145百万円

偶発債務 

従業員の銀行借入金（住宅ローン）

に対する債務保証 

3,455百万円

3 
  

  

────── 中間連結会計期間末日の満期手形の

会計処理については、当中間連結会

計期間の末日は金融機関の休日であ

りましたが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。 

中間連結会計期間末日満期手形の金

額は以下の通りであります。 

受取手形        90百万円

支払手形        139百万円

────── 

4 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行5行と特定融資

枠契約を締結しております。 

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行5行と特定融資

枠契約を締結しております。 

当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行5行と特定融資

枠契約を締結しております。 
  特定融資枠契約の総

額 

15,000百万円

借入実行残高 ―百万円

未使用枠残高 15,000百万円

特定融資枠契約の総

額 

15,000百万円

借入実行残高 ―百万円

未使用枠残高 15,000百万円

特定融資枠契約の総

額 

15,000百万円

借入実行残高 ―百万円

未使用枠残高 15,000百万円



（中間連結損益計算書関係） 

注 
No 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

1 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目および金額は、次のとおりであ

ります。 

販売費及び一般管理費のうち主要な

費目および金額は、次のとおりであ

ります。 

販売費及び一般管理費のうち主要な

費目および金額は、次のとおりであ

ります。 
  科目 金額（百万円） 

営業支援費 2,954 

従業員給料手
当 12,248 

退職給付費用 2,511 

研究開発費 2,193 

科目 金額（百万円）

営業支援費 1,148 

従業員給料手
当 12,447 

退職給付費用 1,384 

研究開発費 1,899 

科目 金額（百万円）

営業支援費 6,164 

従業員給料手
当 25,839 

退職給付費用 5,045 

研究開発費 6,111 

2 固定資産売却益の内訳の主なもの

は、土地売却益2百万円でありま

す。 

固定資産売却益の内訳の主なもの

は、機械装置売却益2百万円であり

ます。 

固定資産売却益の内訳の主なもの

は、連結子会社（日本ユニシス・サ

プライ㈱）における事務所不動産売

却益222百万円であります。 

3 固定資産売廃却損の内訳の主なもの

は、建物廃却損25百万円でありま

す。 

固定資産売廃却損の内訳の主なもの

は、建物及び構築物売廃却損6百万

円、器具備品売廃却損9百万円であ

ります。 

固定資産売廃却損の内訳の主なもの

は、建物及び構築物売廃却損34百万

円、器具備品売廃却損25百万円であ

ります。  

4 ────── ────── 減損損失の内訳の主なものは以下の

とおりであります。 

(1)減損損失を認識した主な資産 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

減損損失を認識したグループにつ

いては、継続的に営業損失を計上

しており、かつ将来キャッシュ・

フローの見積り総額が帳簿価額を

下回るため、帳簿価額を回収可能

額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上してお

ります。 

(3)減損損失の金額 

(4)資産のグルーピング方法 

当社グループは事業用資産につい

て、原則として契約形態別の売上

区分に基づいてグルーピングを行

っております。 

(5)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・フ

ローを3.0％で割引いて算定して

おります。 

場所 用途 種類 

東京都江
東区 

インター
ネットサ
ービス用
資産 

リース資
産、ソフト
ウェア他  

機械装置 20 百万円

その他有形固定

資産 16   

ソフトウェア 76   

その他無形固定

資産 79   

リース資産 186   

  合計 380   



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 1．普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

2．普通株式の自己株式の株式数の減少1,535千株は、ストック・オプションの権利行使に伴う売却による減少305千株、その他売却に

よる減少1,230千株であります。 

2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

3．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末

株式数（千株） 

 発行済株式     

   普通株式  109,663 ― ― 109,663 

合計 109,663 ― ― 109,663 

 自己株式         

   普通株式 （注） 15,418 0 1,535 13,883 

合計 15,418 0 1,535 13,883 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

1株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月22日 

定時株主総会 
普通株式 353 3.75  平成18年3月31日  平成18年6月22日 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

1株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月31日 

取締役会 
普通株式 359 利益剰余金 3.75  平成18年9月30日  平成18年12月8日 

注 
No 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

1 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係（平成17年

9月30日現在） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係（平成18年

9月30日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係（平成18年3月31日

現在） 
    百万円

現金及び預金勘定 25,044

預入期間が3ヶ月を

超える定期預金 
△10

現金及び現金同等物 25,034

  百万円

現金及び預金勘定 26,911 

預入期間が3ヶ月を

超える定期預金 
△10 

現金及び現金同等物 26,901 

  百万円

現金及び預金勘定 30,837 

預入期間が3ヶ月を

超える定期預金 
△10 

現金及び現金同等物 30,827 



（リース取引関係） 

（借主側） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

1．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

1．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

1．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

 
取得価額

相当額 

減価償却

累計額相

当額 

中間期末

残高相当

額 

  百万円 百万円 百万円 

機械装置 

及び 

運搬具 

13 3 9 

有形固定 

資産の 

その他 

3,648 1,989 1,659 

ソフトウェ

ア 
9,584 4,602 4,981 

合計 13,245 6,595 6,650 

 
取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

減損損

失累計

額相当

額 

中間期

末残高

相当額 

  百万円 百万円 百万円 百万円

機械装置 

及び 

運搬具 

13 6 － 6 

有形固定 

資産の 

その他 

3,082 1,685 105 1,291 

ソフトウェ

ア 
10,102 6,396 22 3,683 

合計 13,198 8,089 127 4,981 

 
取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

減損損

失累計

額相当

額; 

期末残

高相当

額 

  百万円 百万円 百万円 百万円

機械装置 

及び 

運搬具 

13 5 － 8 

有形固定 

資産の 

その他 

3,811 2,173 105 1,532 

ソフトウェ

ア 
9,905 5,482 22 4,400 

合計 13,730 7,661 127 5,941 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

② 未経過リース料期末残高相当額

等 

  

  

1年以内 2,659百万円

1年超 4,141百万円

合計 6,801百万円

未経過リース料中間期末残高相

当額 

1年以内 2,403百万円

1年超 2,704百万円

合計 5,107百万円

リース資産

減損勘定中

間期末残高 

85百万円

未経過リース料期末残高相当額

1年以内 2,597百万円

1年超 3,614百万円

合計 6,212百万円

リース資産

減損勘定期

末残高 

127百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

支払リース料 1,468百万円

減価償却費相当

額 

1,407百万円

支払利息相当額 66百万円

支払リース料 1,446百万円

リース資産減損

勘定の取崩額 
41百万円

減価償却費相当

額 

1,343百万円

支払利息相当額 44百万円

支払リース料 2,945百万円

リース資産減損

勘定の取崩額 
－百万円

減価償却費相当

額 

2,824百万円

支払利息相当額 122百万円

減損損失 127百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。ただし、重要性の低い

リース物件については、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

2．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

2．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

2．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年以内 4,946百万円

1年超 5,746百万円

合計 10,693百万円

1年以内 4,649百万円

1年超 1,096百万円

合計 5,746百万円

1年以内 4,912百万円

1年超 3,289百万円

合計 8,202百万円



（有価証券関係） 

Ⅰ 前中間連結会計期間末 

1 その他有価証券で時価のあるもの 

2 時価のない有価証券の主な内容および中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

Ⅱ 当中間連結会計期間末 

1 その他有価証券で時価のあるもの 

2 時価のない有価証券の主な内容および中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

Ⅲ 前連結会計年度末 

1 その他有価証券で時価のあるもの 

2 時価のない有価証券の主な内容および連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

 当中間連結会計期間、前年中間連結会計期間および前連結会計年度については、すべてのデリバティブ取引につ

いてヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

（ストック・オプション等関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

 該当事項はありません。 

  取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

株式 3,284百万円 7,245百万円 3,961百万円 

非上場株式 1,395百万円

債券 100百万円

その他 32百万円

  取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

(1）株式 11,302百万円 15,969百万円 4,666百万円 

(2）債券  50百万円 48百万円 △1百万円 

計 11,352百万円 16,017百万円 4,664百万円 

非上場株式 1,447百万円

債券 100百万円

その他 28百万円

  取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1）株式 3,741百万円 9,275百万円 5,534百万円 

(2）その他 50百万円 46百万円 △3百万円 

計 3,791百万円 9,322百万円 5,531百万円 

非上場株式 1,529百万円 

債券  100百万円 

その他 28百万円 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度については、当社グループは、コンピュー

タ、ソフトウェア、その他関連商品ならびにこれらに関する各種サービスを提供する単一事業区分の業務を営ん

でいるため、事業の種類別セグメント情報の記載を行っておりません。 

【所在地別セグメント情報】 

 当中間連結会計期間については、連結売上高の合計に占める日本の割合が90％を越えるため、また、前中間連

結会計期間および前連結会計年度については、在外連結子会社および在外支店がないため、所在地別セグメント

情報の記載を行っておりません。 

【海外売上高】 

 当中間連結会計期間、前中間連結会計期間および前連結会計年度については、連結売上高に対する海外売上高

の割合が僅少のため、海外売上高の記載を省略しております。 

（1株当たり情報） 

(注) 1．1株当たり中間（当期）純利益金額および潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

1株当たり純資産額 914円89銭 866円44銭 857円54銭 

1株当たり中間（当期）純利益金額 0円61銭 6円04銭 17円77銭 

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）

純利益金額 
0円61銭 6円00銭 17円71銭 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

1株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益 64百万円 574百万円 1,889百万円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 28百万円 

（うち利益処分による役員賞与） （―） （―） （28百万円）

普通株式に係る中間（当期）純利益 64百万円 574百万円 1,860百万円 

普通株式の期中平均株式数 105,660,498株 95,053,013株 104,674,855株 

        

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）

純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額 ― ― ― 

普通株式増加数 173,412株 664,391株 372,882株 

（うち新株予約権） （173,412株） （664,391株） （372,882株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後1株当たり中間（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

―――――― ―――――― 新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成17年6月23日（新

株予約権7,490個）。 

なお、これらの概要は

「第4 提出会社の状

況 1 株式等の状

況 (2)新株予約権等の

状況」に記載の通りで

あります。 



(注) 2．1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

純資産の部の合計額 ― 83,772百万円 ― 

純資産の部の合計額から控除する金額 ― 784百万円 ― 

（うち少数株主持分） （―） （746百万円） （―）

（うち自己株式申込証拠金） （―） （38百万円） （―）

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額 
― 82,987百万円 ― 

1株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末（期末）の普通株式の数 
― 95,780,092株 ― 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

1 現金及び預金   22,459   26,010 29,763   

2 受取手形   153   64 58   

3 売掛金   55,442   44,655 62,941   

4 たな卸資産   14,494   14,361 12,096   

5 繰延税金資産   2,819   5,271 4,256   

6 貸付金   18,335   19,566 15,926   

7 前払費用   14,583   － 14,882   

8 その他   2,364   11,595 4,266   

貸倒引当金   △60   △53 △68   

流動資産合計     130,593 62.1 121,473 57.7   144,124 65.6

Ⅱ 固定資産         

1 有形固定資産         

(1）営業用コンピュータ 5 12,776   12,542 14,149   

(2）その他   4,660   4,474 4,578   

計 1 17,436   17,017 18,728   

2 無形固定資産         

(1）ソフトウェア   20,791   28,397 22,159   

(2）その他   26   22 24   

計   20,817   28,419 22,184   

3 投資その他の資産         

(1）投資有価証券   －   17,429 10,772   

(2）繰延税金資産   7,396   6,417 5,293   

(3）その他   34,606   20,213 19,228   

貸倒引当金   △480   △515 △523   

計   41,521   43,545 34,771   

固定資産合計     79,776 37.9 88,983 42.3   75,683 34.4

資産合計     210,370 100.0 210,456 100.0   219,807 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

1 支払手形 3 48   112 71   

2 買掛金   61,137   30,189 62,685   

3 短期借入金   －   16,400 5,000   

4 1年以内に返済予定の
長期借入金 

  5,244   2,237 2,050   

5 コマーシャル・ペーパ
ー 

  14,000   20,000 20,000   

6 未払法人税等   81   569 171   

7 未払費用   3,827   6,550 4,798   

8 引当金   681   904 784   

9 その他   11,593   15,378 16,689   

流動負債合計     96,612 45.9 92,342 43.9   112,250 51.1

Ⅱ 固定負債         

1 社債   8,000   8,000 8,000   

2 長期借入金   14,637   34,800 27,125   

3 引当金   371   237 284   

4 その他   3,131   838 2,491   

固定負債合計     26,140 12.5 43,875 20.8   37,901 17.2

負債合計     122,753 58.4 136,217 64.7   150,152 68.3

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     5,483 2.6 － －   5,483 2.5

Ⅱ 資本剰余金         

資本準備金   15,281   － 15,281   

その他資本剰余金   0   － 6   

資本剰余金合計     15,282 7.2 － －   15,288 6.9

Ⅲ 利益剰余金         

1 利益準備金   1,370   － 1,370   

2 任意積立金   16,921   － 16,921   

3 中間（当期）未処分利
益 

  49,676   － 48,962   

利益剰余金合計     67,968 32.3 － －   67,254 30.6

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    2,287 1.1 － －   3,224 1.5

Ⅴ 自己株式申込証拠金     0 0.0 － －   2 0.0

Ⅵ 自己株式     △3,406 △1.6 － －   △21,597 △9.8

資本合計     87,617 41.6 － －   69,655 31.7

負債資本合計     210,370 100.0 － －   219,807 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

1 資本金     － －   5,483 2.6   － － 

2 資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     15,281     －     

(2）その他資本剰余金   －     318     －     

資本剰余金合計     － －   15,600 7.4   － － 

3 利益剰余金                     

(1）利益準備金   －     1,370     －     

(2）その他利益剰余金                     

別途積立金   －     4,400     －     

陳腐化積立金    －     8,350     －     

プログラム積立金    －     2,969     －     

建物圧縮積立金    －     138     －     

特別償却積立金    －     87     －     

繰越利益剰余金   －     52,497     －     

利益剰余金合計     － －   69,813 33.2   －   

4 自己株式     － －   △19,446 △9.2   － － 

5 自己株式申込証拠金      － －   38 0.0   － － 

株主資本合計     － －   71,489 34.0   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

1 その他有価証券評価差
額金 

    － －   2,748 1.3   － － 

2 繰延ヘッジ損益     － －   1 0.0   － － 

評価・換算差額等合計     － －   2,749 1.3   － － 

純資産合計     － －   74,239 35.3   － － 

負債純資産合計     － －   210,456 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間 
  

（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

当中間会計期間 
  

（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

前事業年度の 
 要約損益計算書 

（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅰ 売上高     103,186 100.0 103,065 100.0   250,230 100.0 

Ⅱ 売上原価     84,422 81.8 86,018 83.5   204,687 81.8

売上総利益     18,763 18.2 17,047 16.5   45,542 18.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     21,209 20.6 18,490 17.9   48,276 19.3

営業損失     △2,446 △2.4 △1,443 △1.4   △2,734 △1.1

Ⅳ 営業外収益 1   1,646 1.6 4,544 4.4   2,236 0.9

Ⅴ 営業外費用 2   249 0.2 295 0.3   697 0.3

経常利益又は経常損失
（△） 

    △1,049 △1.0 2,806 2.7   △1,195 △0.5

Ⅵ 特別利益     49 0.0 15 0.0   39 0.0

Ⅶ 特別損失 3   146 0.1 265 0.2   255 0.1

税引前中間純利益又は
税引前中間（当期）純
損失（△） 

    △1,146 △1.1 2,556 2.5   △1,411 △0.6

法人税、住民税及び事
業税 

  21   1,440 51   

法人税等調整額   △812 △790 △0.8 △1,814 △373 △0.3 △788 △737 △0.3

中間純利益又は中間
（当期）純損失（△） 

    △356 △0.3 2,930 2.8   △674 △0.3

前期繰越利益     50,033 ―   50,033 

中間配当額     ― ―   396 

中間（当期）未処分利
益 

    49,676 ―   48,962 

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

 

株主資本 

資 

本 

金 

資本剰余金 利益剰余金 

自 

己 

株 

式 

自 

己 

株 

式 

申 

込 

証 

拠 

金 

株 

主 

資 

本 

合 

計 

資 

本 

準 

備 

金 

そ 

の 

他 

資 

本 

剰 

余 

金 

資 

本 

剰 

余 

金 

合 

計 

利 

益 

準 

備 

金 

その他利益剰余金 

利 

益 

剰 

余 

金 

合 

計 

別 

途 

積 

立 

金 

陳 

腐 

化 

積 

立 

金 

プ 

ロ 

グ 

ラ 

ム 

積 

立 

金 

建 

物 

圧 

縮 

積 

立 

金 

特 

別 

償 

却 

積 

立 

金 

繰 

越 

利 

益 

剰 

余 

金 

平成18年3月31日残高 

       (百万円） 
5,483 15,281 6 15,288 1,370 4,400 8,350 3,881 138 150 48,962 67,254 △21,597 2 66,431

当中間会計期間 

の変動額               
 

  プログラム積立金 

  取崩額(注)     
  
   

△912
  

912 ― 
  

―

 特別償却積立金 

  取崩額(注)     
  
     

△63 63 ― 
  

―

 剰余金の配当(注)            △353 △353   △353

 取締役賞与金(注)            △18 △18   △18

 中間純利益            2,930 2,930   2,930

 自己株式の取得               △0  △0

 自己株式の処分   448 448          1,722  2,170

 ストック・ 

  オプション 

  の権利行使   

△135 △135 

       

  428 △2 289

  自己株式 

  申込証拠金 

  の入金   

    

       

  

 

38 38

 株主資本以外の項目 

 の当中間会計期間 

  変動額(純額)    

  

          

 

当中間会計期間の 

変動額合計 

       （百万円） 

― ― 312 312 ― ― ― △912 ― △63 3,534 2,558 2,150 35 5,057

平成18年9月30日残高 

      （百万円） 
5,483 15,281 318 15,600 1,370 4,400 8,350 2,969 138 87 52,497 69,813 △19,446 38 71,489



(注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

評価・換算差額等 
純資産 

合計 
その他有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

評価・換算差額等 

合計 

平成18年3月31日残高 

        （百万円） 
3,224 ― 3,224 69,655

当中間会計期間 

の変動額  

  

 
  プログラム積立金 

  取崩額(注)   

  
―

 特別償却積立金 

  取崩額(注)   

  
―

 剰余金の配当(注)    △353

 取締役賞与金(注)    △18

 中間純利益    2,930

 自己株式の取得    △0

 自己株式の処分    2,170

 ストック・ 

  オプション 

  の権利行使 

   289

  自己株式 

  申込証拠金 

  の入金  

  
38

 株主資本以外の項目 

 の当中間会計期間 

  変動額(純額) 

△475 1 △474 △474

当中間会計期間の 

変動額合計 

       （百万円） 

△475 1 △474 4,583

平成18年9月30日残高 

        （百万円） 
2,748 1 2,749 74,239



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

1 資産の評価基準及び

評価方法 

      

  

  

(1）たな卸資産 

  

販売用コンピュータ 

移動平均法による原価基準

販売用コンピュータ 

同左 

販売用コンピュータ 

同左 
  

  

(2）有価証券 
  

子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価基準

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 
  

  

  

  

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。） 
  

  

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価基

準 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (3）デリバティブ 時価法 同左 同左 

2 固定資産の減価償却

の方法 

      

  (1）営業用コンピュ

ータ 

営業利用目的に対応し5年で

残存価額が零となる方法に

よっております。 

同左 同左 

  (2）有形固定資産の

その他 

定率法によっております。 

ただし、平成10年4月1日以

降取得した建物（建物附属

設備を除く）については定

額法によっております。 

なお、耐用年数は6年～50年

であります。 

同左 同左 

  

  

  

(3）無形固定資産 
  

  

ソフトウェア 

① 市場販売目的のソフトウ

ェア 

見込販売収益に基づく償

却額と見込販売可能期間

に基づく均等配分額とを

比較し、いずれか大きい

額を計上する方法によっ

ております。なお、見込

販売可能期間は原則とし

て3年と見積っておりま

す。 

ソフトウェア 

① 市場販売目的のソフトウ

ェア 

同左 

ソフトウェア 

① 市場販売目的のソフトウ

ェア 

同左 

  

  

  

  

② 自社利用のソフトウェア 

見込利用可能期間に基づ

く定額法によっておりま

す。 

なお、見込利用可能期間

は原則として5年と見積

っております。 

② 自社利用のソフトウェア 

同左 

② 自社利用のソフトウェア 

同左 

 



項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

3 引当金の計上基準       

  (1）貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

法により、貸倒懸念債権お

よび破産更生債権等につい

ては個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 同左 

  (2）無償サービス費

引当金 

保守サービス契約およびシ

ステムサービス契約に基づ

く無償サービス費用の負担

に備えるため、過去の実績

率に基づく発生見込額を計

上しております。 

同左 同左 

  (3）修繕引当金 ―――――――― 固定資産等の修繕に備える

ため、翌期以降に予定され

ている修繕に要する費用の

見積り額を計上しておりま

す。 

同左 

  (4）取締役賞与引当

金 

―――――――― 取締役賞与金の支給に備え

て、当事業年度における支

給見込額の当中間会計期間

負担額を計上しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役

員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第4号 平成

17年11月29日）を適用して

おります。 

なお、これによる損益への

影響は軽微であります。 

―――――――― 

  (5）退職給付引当金

（前払年金費

用） 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

については、10年による均

等額を費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り翌年度から費用処理して

おります。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費

用処理しております。 

同左 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、計

上しております 

なお、会計基準変更時差異

については、10年による均

等額を費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り翌期から費用処理してお

ります。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費

用処理しております。 

 



項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  (6）役員退職給与引

当金 

役員退任慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中

間会計期間末支給見込額の

全額を計上しております。 

―――――――― 

  

  

  

（追加情報） 

平成18年6月22日開催の定時

株主総会において、平成18

年6月末日をもって役員退職

慰労金制度を廃止すること

とし、制度廃止日までの在

任期間中の未払退職給与に

ついては、将来の退任時に

支給することを決議してお

ります。なお、当該退職給

与の要支給額307百万円は固

定負債の「その他（長期未

払金）」に計上しておりま

す。 

役員退任慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく事

業年度末支給見込額の全額

を計上しております。 

  (7）進路選択支援補

填引当金 

進路選択支援プログラム制

度適用による退職従業員の

進路選択支援補填金の支出

に備えるため、中間会計期

間末支援補填金見積額の全

額を計上しております。 

同左 進路選択支援プログラム制

度適用による退職従業員の

進路選択支援補填金の支出

に備えるため、事業年度末

支援補填金見積額の全額を

計上しております。 

4 外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換

算基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、為替差

額は損益として処理してお

ります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、為替差額は

損益として処理しておりま

す。 

5 リース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

 



項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

6 
  

ヘッジ会計の方法 
  

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、振当処

理の要件を満たしている

為替予約については振当

処理に、特例処理の要件

を満たしている金利スワ

ップについては特例処理

によっております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

商品輸入の予定取引に関

する為替変動リスクに対

して為替予約および通貨

オプションを、変動金利

の短期借入金の金利変動

リスクに対して金利スワ

ップをそれぞれヘッジ手

段として、ヘッジ取引を

行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

③ ヘッジ方針 

ヘッジ取引は、ヘッジ対

象の範囲内で為替変動リ

スクおよび金利変動リス

クをヘッジする手段とし

て行い、投機目的やトレ

ーディング目的のデリバ

ティブ取引は行わない方

針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

④ ヘッジ有効性の評価の方

法 

ヘッジ有効性の判定は、

原則としてヘッジ開始時

から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ

対象の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場

変動またはキャッシュ・

フロー変動の累計とを比

較し、両者の変動額等を

基礎にして判断しており

ます。ただし、特例処理

によっている金利スワッ

プについては、有効性の

評価を省略しておりま

す。 

④ ヘッジ有効性の評価の方

法 

同左 

④ ヘッジ有効性の評価の方

法 

同左 

7 その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年8 

月9日））および「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第6号 平成15年10月

31日）を適用しております。 

なお、これによる損益への影響はあ

りません。 

―――――――― 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準）  

当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月

9日））および「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

なお、これによる損益への影響はあ

りません。 

―――――――― 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号 平成17年

12月9日）および「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第8号 平成17年12月9日）を適用し

ております。従来の「資本の部」の

合計に相当する金額は74,237百万円

であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

――――――――  

  

  

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 

中間貸借対照表関係 

(1）「前払費用」の区分表示 

  

前中間会計期間において流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりました「前

払費用」（前中間会計期間末は2,068百

万円）は資産の総額の100分の5を超えた

ため、区分掲記しております。 

  

前中間会計期間に区分掲記しておりまし

た「前払費用」（当中間会計期間末は

8,729百万円）は、資産の総額の100分の

5以下であるため、流動資産の「その

他」に含めて表示しております。 

(2）「投資有価証券」の区分表

示 

─────── 前中間会計期間において投資その他の資

産の「その他」に含めて表示しておりま

した「投資有価証券」（前中間会計期間

末は8,545百万円）は資産の総額の100分

の5を超えたため、区分掲記しておりま

す。 



追加情報 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

「第2 事業の状況 4 経営上の重

要な契約等」に記載のとおり、当社

はユニシス・コーポレーションとの

間において、商標使用権等に関し、

期限の定めのない使用許諾の対価を

一括して支払う契約を締結いたしま

した。また、顧客に対するサポー

ト・サービスに必要な高度な技術支

援ならびに技術情報の提供の対価に

ついては、一定額を毎期支払うこと

といたしました。 

なお、当該契約締結に関連して中間

貸借対照表および中間損益計算書に

計上した額は、以下のとおりであり

ます。 

―――――――― 「第2 事業の状況 5 経営上の重

要な契約等」に記載のとおり、当社

はユニシス・コーポレーションとの

間において、商標使用権等に関し、

期限の定めのない使用許諾の対価を

一括して支払う契約を締結いたしま

した。また、顧客に対するサポー

ト・サービスに必要な高度な技術支

援ならびに技術情報の提供の対価に

ついては、一定額を毎期支払うこと

といたしました。 

なお、当該契約締結に関連して貸借

対照表および損益計算書に計上した

額は、以下のとおりであります。 

（中間貸借対照表） 

流動資産「前払費用」 

   125億92百万円 

投資その他の資産 

「その他（長期前払費用）」 

   63億66百万円 

流動負債「買掛金」 

   263億4百万円 

（中間損益計算書） 

「売上原価」 

   73億45百万円 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表） 

流動資産「前払費用」 

   127億33百万円 

流動負債「買掛金」 

   129億72百万円 

（損益計算書） 

「売上原価」 

  133億80百万円 

―――――――― 当社グループの総合力強化を目的と

した機構改革の一環として、当中間

会計期間より、日本ユニシス・ソリ

ューション㈱は、販売部門を有しな

い、開発専門のコストセンターとし

て機能しております。これに伴い、

同社へ委託しているシステム開発等

の業務に係る支払料率を見直し、従

来個別精算を行っていた委託営業支

援に係る費用は、当該料率に含ま

れ、個別に精算されないこととなり

ました。この結果、従来の方法に比

して、販売費及び一般管理費に計上

される営業支援費が1,092百万円減少

するとともに、売上原価が851百万

円、たな卸資産が36百万円、ソフト

ウェアが204百万円、営業利益、経常

利益、税引前中間純利益が241百万円

それぞれ増加しております。 

―――――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

1 有形固定資産減価償

却累計額 
71,907百万円 68,910百万円 70,059百万円

2 
  

  

偶発債務 
  

  

① 子会社のリース契約に対

する債務保証 

㈱エイタス 

336百万円

① 子会社のリース契約に対

する債務保証 

㈱エイタス 

195百万円

① 子会社のリース契約に対

する債務保証 

㈱エイタス 

269百万円
  

  

  

  

② 従業員の銀行借入金（住

宅ローン）に対する債務

保証 

2,656百万円

② 従業員の銀行借入金（住

宅ローン）に対する債務

保証 

2,158百万円

② 従業員の銀行借入金（住

宅ローン）に対する債務

保証 

2,394百万円

3 中間期末日満期手形

の会計処理 

────── 中間会計期間末日の満期手

形の会計処理については、

当中間会計期間の末日は金

融機関の休日でありました

が、満期日に決済が行われ

たものとして処理しており

ます。 

中間会計期間末日満期手形

の金額は以下の通りであり

ます。 

支払手形    11百万円

────── 

4 特定融資枠契約 運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行5行と特

定融資枠契約を締結してお

ります。 

運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行5行と特

定融資枠契約を締結してお

ります。 

運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行5行と特定

融資枠契約を締結しておりま

す。 
    特定融資枠

契約の総額 
15,000百万円

借入実行残

高 

―百万円

未使用枠残

高 

15,000百万円

特定融資枠

契約の総額 
15,000百万円

借入実行残

高 

―百万円

未使用枠残

高 

15,000百万円

特定融資枠

契約の総額 
15,000百万円

借入実行残

高 

―百万円

未使用枠残

高 

15,000百万円

5 営業用コンピュータ 営業用コンピュータは、賃

貸およびアウトソーシング

用コンピュータでありま

す。 

同左 同左 

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

1 
  

  

営業外収益 
  

  

重要なものは次のとおりで

あります。 

受取利息 

117百万円

重要なものは次のとおりで

あります。 

受取利息 

121百万円

重要なものは次のとおりで

あります。 

受取利息 

230百万円
  

  

  

  

受取配当金 

1,172百万円

受取配当金 

3,735百万円

受取配当金 

1,201百万円
  

  

  

  

上場有価証券売却益 

60百万円

為替差益 

340百万円

上場有価証券売却益 

169百万円

2 
  

  

営業外費用 
  

  

重要なものは次のとおりで

あります。 

支払利息 

179百万円

重要なものは次のとおりで

あります。 

支払利息 

251百万円

重要なものは次のとおりで

あります。 

支払利息 

360百万円
  

  

  

  

  

  

  

  

為替差損 

241百万円

3 
  

  

特別損失 
  

  

重要なものは次のとおりで

あります。 

投資有価証券評価損 

116百万円

重要なものは次のとおりで

あります。 

投資有価証券評価損 

114百万円

重要なものは次のとおりで

あります。 

投資有価証券評価損 

116百万円
  

  

  

  

  

  

関係会社株式評価損 

144百万円

  

  

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 1．普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

2．普通株式の自己株式の株式数の減少1,535千株は、ストック・オプションの権利行使に伴う売却による減少305千株、その他売却に

よる減少1,230千株であります。 

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

4 固定資産減価償却実

施額 

      

  有形固定資産 

無形固定資産 

合計

3,914百万円

2,812百万円

6,726百万円

3,628百万円

2,658百万円

6,286百万円

7,828百万円

6,725百万円

 14,553百万円

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 普通株式 （注）1,2 15,418 0 1,535 13,883 

     合計 15,418 0 1,535 13,883 



（リース取引関係） 

（借主側） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末、当中間会計期間末および前事業年度末のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

1 リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

1 リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び中間会計期間末

残高相当額 

1 リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び中間会計期間末

残高相当額 

1 リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間会
計期間
末残高
相当額

  百万円 百万円 百万円

有形
固定
資産
のそ
の他 

161 64 97 

ソフ
トウ
ェア 

5,778 2,451 3,327 

合計 5,940 2,515 3,424 

取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間会
計期間
末残高
相当額

百万円 百万円 百万円

有形
固定
資産
のそ
の他 

169 64 105

ソフ
トウ
ェア 

5,778 3,532 2,246

合計 5,948 3,596 2,352

取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

期末残
高相当
額 

百万円 百万円 百万円

有形
固定
資産
のそ
の他 

189 78 111

ソフ
トウ
ェア 

5,778 2,991 2,786

合計 5,967 3,070 2,897

    2 未経過リース料中間会計

期間末残高相当額 

2 未経過リース料中間会計

期間末残高相当額 

2 未経過リース料期末残高

相当額 
    1年以内 1,108百万円

1年超 2,409百万円

合計 3,517百万円

1年以内 1,133百万円

1年超 1,310百万円

合計 2,444百万円

1年以内 1,122百万円

1年超 1,871百万円

合計 2,993百万円

    3 支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相

当額 

3 支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相

当額 

3 支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相

当額 
    支払リース料 

  592百万円

減価償却費相当額 
  554百万円

支払利息相当額 
  48百万円

支払リース料 
  594百万円

減価償却費相当額 
  556百万円

支払利息相当額 
  34百万円

支払リース料 
  1,185百万円

減価償却費相当額 
  1,108百万円

支払利息相当額 
  89百万円

  

  

  

  

4 減価償却費相当額の算定

方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。 

4 減価償却費相当額の算定

方法 

同左 

4 減価償却費相当額の算定

方法 

同左 

  

  

  

  

5 利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配

分方法については、利息

法によっております。た

だし、重要性の低いリー

ス物件については、支払

利子込み法により算定し

ております。 

5 利息相当額の算定方法 

同左 

5 利息相当額の算定方法 

同左 

2 オペレーティング・

リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

1年以内 4,946百万円

1年超 5,746百万円

合計 
10,693百万

円

1年以内 4,649百万円

1年超 1,096百万円

合計 5,746百万円

1年以内 4,912百万円

1年超 3,289百万円

合計 8,202百万円



（1株当たり情報） 

(注) 1．1株当たり中間純利益金額又は1株当たり中間（当期）純損失金額および潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

1株当たり純資産額 829円18銭 774円70銭 738円87銭 

1株当たり中間純利益金額又は1株当たり

中間（当期）純損失金額（△） 
△3円37銭 30円83銭 △6円61銭 

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）

純利益金額 
― 30円61銭 ― 

  なお、潜在株式調整後

1株当たり中間純利益

については、1株当た

り中間純損失であるた

め、記載しておりませ

ん。 

   なお、潜在株式調整

後1株当たり当期純利

益については、1株当

たり当期純損失である

ため、記載しておりま

せん。 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

1株当たり中間純利益金額又は1株当た

り中間（当期）純損失金額（△） 
      

中間純利益又は中間（当期）純損失

（△） 
△356百万円 2,930百万円 △674百万円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 18百万円 

（うち利益処分による取締役賞与金） （―） （―） （18百万円）

普通株式に係る中間純利益又は普通株

式に係る中間（当期）純損失（△） 
△356百万円 2,930百万円 △692百万円 

普通株式の期中平均株式数 105,660,498株 95,053,013株 104,674,855株 

        

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）

純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額 ― ― ― 

普通株式増加数 ― 664,391株 ― 

（うち新株予約権） （―） （664,391株） （―）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後1株当たり中間（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権 

株主総会の特別決議日

平成15年6月26日（新

株予約権7,047個）。 

平成16年6月25日（新

株予約権6,927個）。 

なお、これらの詳細は

「第4 提出会社の状況

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

―――――― 新株予約権 

株主総会の特別決議日

平成15年6月26日（新株

予約権5,991個）。 

平成16年6月25日（新株

予約権6,796個）。 

平成17年6月23日（新株

予約権7,490個）。 

なお、これらの詳細は

「第4 提出会社の状況

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 



(注) 2．1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  前中間会計期間末 当中間会計期間末 前会計年度末 

純資産の部の合計額 ― 74,239百万円 ― 

純資産の部の合計額から控除する金額 ― 38百万円 ― 

（うち自己株式申込証拠金） （―） （38百万円） （―）

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額 
― 74,200百万円 ― 

1株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末（期末）の普通株式の数 
― 95,780,092株 ― 



(2）【その他】 

 平成18年10月31日開催の取締役会において第63期（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）の中間配当に

つき次のとおり決議いたしました。 

1．中間配当による配当金の総額         359,175,345円 

2．1株当たりの金額               3円75銭 

3．支払請求の効力発生日および支払開始日    平成18年12月8日 

(注) 当社定款第35条の規定に基づき平成18年9月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主に対して支払いを行

います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書の  

訂正報告書  

    

  

平成18年6月13日  

関東財務局長に提出  

自平成14年4月1日至平成15年3月31日事業年度（第59期）および自平成15年4月1日至平成16年3月31日事

業年度（第60期）ならびに自平成16年4月1日至平成17年3月31日事業年度（第61期）の有価証券報告書

に係る訂正報告書であります。  

(2) 有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第62期) 

自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日 

平成18年6月23日 

関東財務局長に提出 

(3) 有価証券届出書 

（新株予約権証券）   

及びその添付書類  

    

  

平成18年9月22日  

関東財務局長に提出  

(4) 有価証券届出書の  

訂正届出書  

    

  

平成18年11月 7日  

関東財務局長に提出  

上記(3)の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。  

(5) 自己株券買付状況報告書     平成18年4月11日 

平成18年5月12日 

平成18年6月 6日 

平成18年7月12日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成１７年１２月２１日

日 本 ユ ニ シ ス 株 式 会 社  

 取  締  役  会   御中    

 監査法人  ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 湯  佐  富  治   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小  島  洋 太 郎   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 御 子 柴     顯   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本ユニシス株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本ユニシス株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成１８年１２月２１日

日 本 ユ ニ シ ス 株 式 会 社  

 取  締  役  会   御中    

 監査法人  ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小  島   洋 太 郎  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 樋  口   義  行  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 轟      一  成  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本ユニシス株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本ユニシス株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成１７年１２月２１日

日 本 ユ ニ シ ス 株 式 会 社  

 取  締  役  会   御中    

 監査法人  ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 湯  佐  富  治   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小  島  洋 太 郎   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 御 子 柴     顯   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本ユニシス株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６２期事業年度の中間会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本ユニシス株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る

会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成１８年１２月２１日

日 本 ユ ニ シ ス 株 式 会 社  

 取  締  役  会   御中    

 監査法人  ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小  島   洋 太 郎  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 樋  口   義  行  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 轟      一  成  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本ユニシス株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６３期事業年度の中間会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本ユニシス株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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